
様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
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解体工事を施工しているが、解体工事業の許可を

受けていないため、経審の申請はできない。

「許可を受けている建設業」は「と」に「1」又は「2」

「経営規模等評価等対象建設業」は「と」に「9」

「解体工事業」の許可を受けずに経過措置により

「とび・土工工事業」で解体工事を施工している場合の

経審の「20001帳票」と「20002帳票」の記載例
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(旧)050とび・土工・コンクリート工事は
(新)300とび・土工・コンクリート工事・解体工事(経過措置)として
評価される。

【完成工事高】
　前審査対象事業年度、前々審査対象事業年度に
　とび・土工・コンクリート工事として解体工事の施工があった場合は、
　記載例の審査対象事業年度と同様に、解体工事を切り分けて記載する。

【工事経歴書の作成】
　・「とび・土工・コンクリート工事」・・・500千円
　・「その他工事(解体工事)」・・・10,000千円
　　→その他工事の分は本来作成不要であるが、
　　　その他工事に含まれる解体工事を「300」で評価するため
　　　工事経歴書を作成する必要がある。
　・前審査対象事業年度、前々審査対象事業年度も同様。

審審審審審審審審の完完完審完
・・・・土完・・・・・・・完審・ととの土完完審が 千千500
・解解完審が 千千10,000
・申申としし完工（その他完審）が 千千2,000
前審審審審審審審審の完完完審完
・ 旧 ・・・土完・・・・・・・完審・ととの土完完審が 千千( ) 1,000
・ 旧 ・・・土完・・・・・・・完審・ととの解解完審が 千千( ) 8,000
・申申としし完工（その他完審）が 千千500
の・のの記記記


